

















































































船は, ～年の年間で, 黄渤海区 (同海域に面してい
る遼寧省, 河北省, 山東省, 天津市の合計) は千隻から
千隻へ (％増), 馬力数は万	 (１馬力は
	)
から万	へ (％増), 東シナ海区 (江蘇省, 浙江省,














｢沿近海｣ が大部分 (％) を占めている｡ １隻あたりの平
均トン数および馬力数 (年) は, 黄渤海区はトン, 




た｡ 政策的には資源が過剰に利用されている ｢近海｣, 底層
魚から開発余力がある ｢外海｣, 中上層魚へと漁業を誘導し




魚種 (タチウオ, フウセイ, キグチ, マナガツオなど伝統的
に漁獲される高価格魚) の漁獲量は増えたが, 全漁獲量に占
める割合は低下し, 多くは小型化, 低年齢化 (幼魚比率の増
大) した｡ それに代わって栄養段階の低い魚種 (カタクチイ
ワシ, ツマリエツ, カンダリなど小型で低価格魚), 中上層
魚 (サバ, カタクチイワシ, 頭足類) や外海性のエビ４) の増
え方が著しい｡
過大な漁獲圧力によって ｢近海｣ の (単位漁獲努力


















(底曳網が主) ％, 定置網 (張網が主) ％, まき網９％,
流し網と釣り８％, その他 (エビ曳網など) ％で, 底層魚





























高いものの, 投資額が高く, 労働強度も強く, また魚価が安







危機 (～年の輸出の停滞) で魚価が低下して, 漁業収
入が減少する事例が増えた｡ 浙江省の水産物卸売価格は
片岡千賀之：中国の新漁業秩序と漁業管理
年をとすると, 年は, 年はに低下した｡ 江
蘇省呂泗漁区の漁船１隻あたり漁獲高は, ～年代は
万元平均で, 好漁年には万元を超える漁船も珍しくなかっ













地方税を増徴した) 以来, 過重となった｡ 浙江省では, 漁業
税 (農林特産税, 漁業税, 教育付加費), 漁政・漁業監督・
船検査費, 漁区 (漁業地区) の管理・共益費など税費種目は
種類にも及んでいる｡ 地区によって税負担が異なり, 温苓
市では鋼船 (８人乗り) １隻あたり	元, 漁民１人あた















含む) を漁業人口の多い省でみると, 福建省	元 (前年
比－％), 浙江省	
元 (－２％), 江蘇省	元 (－
４％), 遼寧省	
元 (＋１％) で, マイナスの省が目立っ









法｣ を発布し), 漁業許可証の審査, 発給を通して ｢近海｣
漁業の抑制を, 第８次５カ年計画 (｢八五期｣, ～年)
に盛り込んだ｡ すなわち, ｢近海｣ 漁業 (馬力未満の大衆
漁業の漁船) は国が定めた漁船馬力抑制指標を限度として省
が許可する｡ ｢外海｣ 漁業と ｢近海｣ 漁業のうち馬力以上
の曳網とまき網, および国営漁業の動力漁船は国が審査し,
許可証を発給するとした｡ ｢近海｣ 漁業のなかでも ｢大衆漁
業｣ の漁獲能力を抑制し, ｢外海｣ への展開を誘導した｡
この段階では, 国営漁業が優遇されているが, 次第に ｢大




東シナ海区における ｢九五期｣ (～年) の目標は,





















らであるが, そもそも ｢社会主義的市場経済｣ という計画
(中央統制) と市場原理との矛盾が根底にある｡ 経営形態は
生産請負制や株式制の導入と水産物流通の自由化で ｢大衆漁















改善して, 漁業管理を強め, 漁獲強度の増長を抑制する, ②
夏季休漁制度の改善と継続, ③カイリ経済水域の漁業管
理, ④漁業の安全管理, ⑤全国漁船調査の実施 (年),


















い｡ 漁業許可証の発行は, 当該漁船が漁船検査証, 漁船登録
証を有し, 国が定めたその他の条件を満たしていることを条
件としている｡ 従来は, ｢近海｣ 漁業の総馬力制限だけであっ
たが, ｢外海｣, 遠洋漁業を含めて, 漁具制限, 漁獲量規制が
盛り込まれた｡
②漁船を建造, 改造, 購入, 輸入した場合は漁船検査に合
格してから進水できるとして, ｢野外造船｣ (無許可の造船),
｢三無｣ 漁船 (漁業許可証, 漁船登録証, 漁船検査証の３証
がない漁船) の淘汰を謳った｡
③漁獲量は資源の増加を上回らないという原則に基づいて









④漁業資源の保護繁殖｡ 有害漁法の禁止, 禁止漁法, 禁漁














の一斉休漁を実施した｡ ただ, 国営漁業, 続いて ｢大衆漁業｣
の大型底曳網を対象から外したので, その効果は限定的であっ
















































































































は, 休漁明けの漁獲高は高いが, 翌年の１月には漁獲高, 経
済効率が低下して出漁を停止する漁船もある｡ 休漁直前の５
～６月は赤字になったりする)｡
②東シナ海区のタチウオは, 低年齢化, 小型化が進み, 性



























た｡ 東シナ海における国別漁獲量割合 (年) は, 中国





万トン, 日本万トンとなり,  (排他的経済水域) を
｢中間線｣ で引くとすれば, 中国は日本および韓国近海から
大量に閉め出されるか, 規制されるとした｡ このため, 中国
は漁業協定交渉において ｢実績確保｣ を目指した｡ また,
の境界画定は, 領土問題, 大陸棚境界問題がからむため
棚上げとなって, 両国との間に ｢共同利用水域｣ が設定され























の操業実績は, 日本側は隻, 万トン, 中国側は約２




長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
中国と韓国は年に国交を回復したが, 年に双方が
国連海洋法条約を批准すると, の境界問題などが話合わ











































て, 相手国からの規制を緩和し, ｢実績を確保する｣ ことに






















で, 焦点は ｢共同利用水域｣ などの資源の利用配分と管理に
移る｡




















な打撃を蒙った｡ とりわけ, 中韓漁業協定と ｢外海｣ 漁業が
発達している浙江省の影響が大きい｡
 漁場の縮小
中国は ｢外海漁場｣ の％を喪失し, 	％が制限を受ける｡
漁場の縮小で, 大量の漁船が黄渤海から東シナ海へ, ｢外海｣



















｢外海｣ 漁場から撤退し, 	万トン, ８億元を失うとしてい
る｡
 関連産業や漁区への影響

























通達したが, ｢七五期｣ 末の		年では漁船数は	％, 馬力
数は％オーバーした｡ 農業部は ｢八五期｣ (		～	年)
の馬力数を万馬力に抑制する (漁船数の抑制指標はな
い) としたが, 期末の馬力数は％オーバーの万馬力
となり, 漁船数は千隻となった｡ 農業部は ｢九五期｣
(		～年) は ｢八五期｣ 末の実勢を抑制指標とした｡
抑制目標が達成されなかった政策的要因は, 政府の抑制指
標を漁区一律にした点にあったとみて, 今後は地区ごとに差
をつけ, 半農半漁区, 農業区の削減幅を大きくし, 農業や養
殖業あるいは第三次産業への移行を促すとした｡ そして, 減
船は, まず ｢三無｣ 漁船の整理, 次いで船齢の古いもの, 破
損した漁船の整理を行い, 規制を強化する｡ 抑制にあたって
は市場原理 (補償制度, 課税, 融資, 基金) を導入するとし
ている｡




漁船調査を実施した｡ 海面動力漁船数 (運搬船, 養殖船など
を除く) は千隻, 万馬力であった｡ 運搬船や養殖船




















漁船登録証, 漁船検査証) を有しているのが隻数の％, 馬
力数の％で, ｢三証不斉｣ (１つでも欠ける漁船) と ｢三無｣
漁船 (３つとも無い) が
％, ％であった｡ 漁船の約半数






｢九五期｣ の漁獲能力の抑制目標は ｢八五期｣ 末の実勢レ















るとみている)｡ この漁獲量は ｢近海｣ なので, その後に発




漁獲量 ｢ゼロ成長｣ 計画と ｢三無｣・｢三証不斉｣ 漁船の整理
を結びつけて事業を推進する｡ 中央財政部と共同して, 廃船
基準および補助金規定を策定し, 漁業重点地区の転業を実施






出し, 年の漁船調査で明らかになった ｢三無｣, ｢三証不
斉｣ 漁船を淘汰し, 漁業従事を禁止する, 各レベルの漁政機
関はこれら漁船に ｢三証｣ を発給してはならない, とした｡
さらに, 年５月に ｢漁業船舶廃棄暫定規定｣ (農業部・
国家安全生産監督管理局) を公布して, 登録漁船の廃棄船齢



















きく, 撤退する漁船数, 転業が必要な漁民が多い｡ また, 比
較的財政力が豊かで, 減船事業の取り組みが早い｡ 他方, 黄
渤海区は ｢近海｣ 漁業が中心で, 漁業協定の影響は比較的少














用する｡ 転業漁民は千人で, 海面養殖業, 遠洋漁業, 観光
漁業, 運搬および海上運送, 他産業に振り向ける｡
漁業協定による影響が大きい舟山市は, ｢十五期｣ の前３



























































の抑制, ｢沿近海｣ から ｢外海｣ へ, 底層魚から中上層魚へ
の漁場・対象魚種の移行によっていびつな漁業構造の改編を
















































討されるのが望ましい｡ その場合, 漁獲が最大であり, 漁獲
圧力も高い中国漁業の削減が焦点になる｡ 中国は漁業コスト
が最も低く, 国際競争力が高いことからしても積極的になれ








１) 全体を通じて, 田士 金 『中国東海底魚漁業管理制度の





２) 農業部漁業局 ｢中国漁業統計｣ (書名や出版社は年によっ
て異なる) は項目の変更, 定義のあいまいさなどで使い
にくく, 生産量の統計は	年から基準が変わり, それ
以前の数値も ｢修正｣ されている｡ 『中国漁業統計年鑑
	年』｡ また, 統計の信頼度が低いことは, 	年に







３) 陳 衛忠・密 崇道 ｢東シナ海区の海洋漁業動態の	年
回顧｣ 『十周年選集 	～	年』 (東シナ海区漁政漁
港監督管理局) 	, 済 廷忠 ｢遼寧省近外海漁業
の現状と提議｣ 『中国漁業経済 
年２号』 , 
４) ｢外海｣ のエビ資源の開発事例として, 王 友喜 ｢福建
省東北部外海のエビ資源状況および開発利用の将来性｣
『海洋漁業 年』 				, がある｡
５) 東シナ海区漁政漁港監督管理局 ｢東シナ海区における




６) 張網漁具については 『中国農業百科全書 水産業 上巻』
(農業出版社, 	年), 『中国海洋漁具図集』 (浙江科学
技術出版社, 	年) 参照｡ 張網の操業事例は, 黄 斌
｢啓東漁場における張網漁業の発展と現状および管理対
策｣ 『中国水産』 (	年７月) , 
７) 兪 錫棠 ｢舟山漁村体制の現状と改革の道｣ 『中国漁業
経済 年２号』 		








『現代漁業通信 第	巻２号』 (	年２月) 	,
尤 永生・呉 祥明・方 佩儿 ｢浙江省の漁民収入およ
び負担状況の調査と考察｣ 『年全国漁業経済政策調
査研究論集』 (農業部漁業局, 年	月) 	
	,
舟山市普陀区水産局 ｢確信をもって普陀漁業の持続的発
展を促進する｣ 『同上』 		, 陳 松涛 ｢東シナ
海区の漁民の税負担調査｣ 『同上』 	, 『中国漁業
年鑑 	』｡
９) 神谷 豊 『中国における漁業関係法令と漁業政策』 (全
漁連, 	年４月), 前掲 ｢東シナ海区における ｢九五
期｣ の近海漁業の調整と管理計画｣
	) ｢漁業許可管理措置法｣ 農業部ホームページ｡
		) ｢楊 堅局長談 わが国漁業発展の形勢と任務｣ 『中国漁




	) ｢中華人民共和国漁業法｣ 『中国漁業経済 	年１号』






) 制度の実施を提案したものとして, 蘭 伯隆 ｢黄
渤海におけるカタクチイワシとサワラの漁獲可能量
() 管理試験実施の提案｣ 前掲 『年全国漁業経
長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
済政策調査研究論集』 , がある｡ 	制度が実
施されていない原因として, ①最近, 資源研究が大きく
後退し, 科学的な	の設定が困難, ②漁業統計の不
備, ③漁政管理機能の低さ, ④国の法執行力, 漁民の遵
法意識の低さ, ⑤漁業協定が発効し, 漁獲競争が激化し





















年９月, 長崎市), 王 徳芬 ｢休漁制度




























































月) , その他, 浙江省の影響と対応につい







































) 陳 啓明 ｢帆張網漁業削減事業実施に対する提言｣ 『中
国漁業経済 

年３号』 , 前掲 ｢呂泗漁区の８大
問題と４つの解決策｣
片岡千賀之：中国の新漁業秩序と漁業管理
